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手数料

　介護保険事業の適正な実施と円滑な運営及び継続性を確保した。

　島根県国民健康保険団体連合会が行う「介護保険者事務処理システム共同開発事業」で次の業務を行った。

　●制度改正等に伴うシステム開発及び改修委託料等 3,315,700円

　●共同開発事務処理システム運用支援負担金等 1,534,900円

　介護保険料の円滑な納入促進と滞納保険料の早期徴収により、介護保険財政の安定化を図った。

　●第1号被保険者（65歳以上）数　　13,837人（令和4年3月末）

（1）要介護認定調査

　職員や委託を受けた事業所が、申請者の自宅や施設を訪問し、心身の状態や生活、家族・居住環境などについ

て聞き取り調査を実施し、その結果と主治医意見書をコンピュータ入力し、一次判定を行った。

　①認定調査

　　●職員実施分　　　新規　556件、　　更新・変更　626件

　　●事業所委託分　　469件

（施設単価　2,200円　在宅単価　3,300円） 1,476,200円

　②主治医意見書作成　　施設（新規・更新）　　在宅分（新規・更新）　　　7,562,852円

（2）介護認定審査会

　要介護認定の判定を審査委員の合議により総合的に行うもので、介護サービスの利用者にとって介護のレベル

やサービスの量などを審議する重要な会議である。

　●審査会開催　79回/年（１回当たり15～35人判定）   4,740,000円

（3）令和3年度認定実績件数調 （単位：件）

（単位：件）

　介護保険運営協議会を開催し、介護保険事業計画等の進捗状況を点検・評価した。

　委員は、被保険者の代表者、医療、保健、福祉関係団体の代表者等18名以内で組織する。

決算事項別明細書 P181

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 高齢者福祉の充実 介護保険事業特別会計

小事業 － 総務費

事業開始年度 平成12年度 －

事業進捗度 － －

当 初 予 算 額 116,344,000 円

予 算 現 額 110,408,000 円

決 算 額 105,646,574 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 347,869 円

人件費コスト  B 5.0人役 35,365,000 円 総事業費　　A 105,646,574 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 103,822,705 円

1,476,000 円

【一般管理費】 69,124,631円 1,476,000円 0円 0円 67,648,631円

【賦課徴収費】 4,201,753円 0円 0円 84,400円 4,117,353円

【介護認定審査会費】 32,166,590円 0円 0円 263,469円 31,903,121円

新規申請 更新申請 介護申請 変更申請 転入継続他 計

569 686 187 226 11 1,679

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4

256 155 383 199 209 213

要介護5 計 非該当 申請取下 却下ほか 総計

129 1,544 26 49 32 1,651

【計画策定委員会費】 153,600円 0円 0円 0円 153,600円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金
目
的

介護保険事業の一般管理事業と保険料の
賦課・徴収、要介護認定審査等を実施す
る。
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　要介護者、要支援者が利用した居宅介護（介護予防）サービス、施設介護サービス等給付費の支給を行った。

　また、島根県国民健康保険団体連合会への審査支払手数料の支払いを行った。

　●保険給付費

（単位：円）

合計 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

2,808 494 359 709 367 357 336 186

230 227 733 380 355 320 183

(46.6%) (63.2%) (103.4%) (103.5%) (99.4%) (95.2%) (98.4%)

224 219 508 240 158 73 32

(45.3%) (61.0%) (71.7%) (65.4%) (44.3%) (21.7%) (17.2%)

6 8 188 99 86 62 21

(1.2%) (2.7%) (27.6%) (29.1%) (30.0%) (16.5%) (6.7%)

0 0 37 41 111 185 130

(0.0%) (0.0%) (5.2%) (11.2%) (31.1%) (55.1%) (69.9%)

（介護保険事業状況報告 令和4年3月分）

決算事項別明細書 P183

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 高齢者福祉の充実 介護保険事業特別会計

小事業 － 保険給付費

事業開始年度 平成12年度 －

事業進捗度 － －

予
算
科
目

当 初 予 算 額 4,535,601,000 円

予 算 現 額 4,535,601,000 円

決 算 額 4,260,740,848 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,978,751,505 円

人件費コスト  B 1.8人役 12,731,400 円 総事業費　　A 4,260,740,848 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

財
源
内
訳

国・県支出金 1,699,053,371 円

一 般 財 源 582,935,972 円

【保険給付費】 4,260,740,848円 1,699,053,371円 0円 1,978,751,505円 582,935,972円

居宅介護サービス 1,049,793,918 審査支払手数料 4,956,860

地域密着型サービス 1,009,320,248 高額介護サービス 88,452,601

施設介護サービス 1,653,984,297 高額医療合算介護サービス 11,503,910

居宅介護サービス計画 167,385,791 特定入所者介護サービス 141,355,015

介護予防サービス 97,461,219 特別給付費 0

要介護（要支援）認定者数

 うちサービス受給者数及び受給率 2,428

居宅介護
（介護予防）

サービス
1,454

地域密着型
（介護予防）

サービス
470

施設介護サービス 504

地域密着型介護予防サービス 12,891,339

介護予防サービス計画 23,635,650 合計 4,260,740,848

目
的

要介護者・要支援者が尊厳を保持し、有
する能力に応じ自立した日常生活を営む
ことができるよう、必要な介護サービス
を提供し保険給付を行う。
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　要支援者等の生活支援のニーズに対し、訪問・通所サービス等多様なサービスの提供を行った。

　　●介護予防・生活支援サービス事業

・第1号訪問事業（従前の介護予防訪問介護相当）の実施

・第1号通所事業（従前の介護予防通所介護相当）の実施

・介護予防ケアマネジメント事業

　全高齢者とその支援者を対象とする介護予防事業を実施した。

　●介護予防普及啓発事業

 普及啓発事業利用延人数

（人）

77 いきいき健康教室 2,868 地域型いきいき教室 710

897 4,603 11

●地域介護予防活動支援事業

　事業利用実績

（ヵ所） （人）

61 24 19

(新型コロナウイルス感染拡大防止のため利用は減少した。）

・介護予防マネジメント事業 ・総合相談事業

・権利擁護事業 ・包括的・継続的マネジメント事業

　●安来市介護保険運営協議会を開催し、包括支援センターの運営について評価を行った。

　●地域包括支援システムを運用し、総合事業対象者及び、予防給付のマネジメント業務を一元管理した。

　●高齢者虐待防止対策事業　　高齢者虐待防止対策協議会（代表者会　8月書面審議　　実務者会　6月）

　　高齢者虐待防止対策協議会を開催し、関係機関と連携し虐待の早期発見、防止等を行った。　

　●生活支援体制整備事業を安来市社会福祉協議会に委託し、地域での生活支援の体制づくりを推進した。　　

　●認知症対策推進事業を安来市地域包括支援センターに委託し、認知症対策の強化を図った。

　●医療介護連携事業を安来市医師会に委託し、医療と介護の連携の推進を図った。

介護保険事業特別会計
予
算
科
目

小事業 － 地域支援事業費

事業開始年度 平成18年度 －

事業進捗度 － －

当 初 予 算 額 315,088,000 円

予 算 現 額 306,207,000 円

決 算 額 273,484,033 円

地　方　債 0 円

決算事項別明細書 P185

大事業 保健・医療・福祉 担当部署 介護保険課

中事業 高齢者福祉の充実

【介護予防・生活支援サービス事業費】 130,621,412円 65,137,811円 0円 49,156,750円 16,326,851円

【一般介護予防事業費】 27,635,377円 10,936,302円 0円 13,359,727円 3,339,348円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

ふれあい講座 運動機能向上支援 口腔機能向上支援

ミニサロン自治会数 ミニデイ地区数 ボランティア養成講座参加者

【包括的支援事業費】 108,391,078円 60,215,290円 0円 23,981,847円 24,193,941円

　●安来市地域包括支援センター運営業務を安来市社会福祉協議会へ委託し、包括的支援事業を実施した。

財
源
内
訳

国・県支出金 140,075,089 円

一 般 財 源 45,141,349 円

そ　の　他 88,267,595 円

人件費コスト  B 2.5人役 17,682,500 円 総事業費　　A 273,484,033 円

リハビリ専門職派遣

目
的

要介護・要支援状態となることを予防す
るとともに、要介護状態となった場合に
も、可能な限り地域において自立した日
常生活を営むことができるよう支援す
る。



　介護サービス相談員派遣事業、介護給付費等費用適正化事業を実施した。

　認知症サポーター養成講座、家族介護用品支給等の家族介護支援事業を実施した。

　●審査支払手数料

　　島根県国民健康保険団体連合会に委託している介護予防・生活支援サービス費の審査支払処理にかかる手数

　料の支払いを行った。

　●高額総合事業サービス費

　　総合事業サービス費の利用者負担額が上限額を超えた場合、その超えた額を支給した。

　●高額医療合算総合事業サービス費

　　医療と総合事業サービス費の年間の自己負担額が限度額を超えた場合、その超えた額を支給した。

【任意事業費】 5,951,469円 3,416,160円 0円 1,364,688円 1,170,621円

【その他諸費】 884,697円 369,526円 0円 404,583円 110,588円


